
◎甲賀市第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画（重点事業）進捗管理表

評価 方向性
１．健康づく
り・介護予防
の推進

（３）介護予
防の推進

長寿福祉課 地域包括支
援室

・出前講座や地域団体からの依頼を通じて、フレイル予防や
認知症予防の啓発を行う。
・広報紙、ホームページ、ケーブルテレビ、パンフレット等
の様々な情報媒体を通じて情報提供や啓発活動に努める。
・民生委員児童委員や区長、健康推進員、自治振興会など地
域の組織と連携・協力し、介護予防の普及啓発に努める。

・通いの場等に地域包括支援センター職員が出向き、軽度
認知障害（MCI）やフレイル予防について講話を行った。
 開催数 82回
 対象者 1,320人

２．在宅生活
を支えるしく
みづくり

（１）地域包
括支援セン
ター機能強化

長寿福祉課 地域包括支
援室

・総合相談業務、権利擁護業務、包括的・継続的マネジメン
ト支援業務、介護予防マネジメントの実施。専門職や関係機
関との連携のチームアプローチでの支援や、地域のネット
ワークの強化を図る。
・地域包括支援センターの業務負担の増大に対して居宅介護
支援事業所と連携することで効率的な業務推進に向け、業務
環境を整えるための検討を行う。

・権利擁護業務における虐待対応や成年後見利用促進にか
かる業務について後方支援を行い、各地域包括支援セン
ターの機能強化を図った。
・地域包括支援センター後方支援の体制整備として、基幹
型括支援センター設置や候補支援の在り方について各地域
包括支援センターから意見聴取を行った。

３．認知症施
策の推進

（２）地域で
の日常生活・
家族の支援の
強化

長寿福祉課 地域包括支
援室

・認知症の人とその家族が安心して過ごせる居場所である認
知症カフェの周知とともに、開催箇所数が増えるよう支援や
働きかけを行う。
・認知症カフェ等で本人ミーティングの開催や情報交換、交
流、相談、ピアサポート等が図れるよう支援する。

・市広報紙9月号に認知症について、4ページの特集を組み
認知症カフェを掲載するとともに、市ホームページや社会
資源把握システム（AYAMU）にも掲載するなど、周知に努
めた。
・認知症カフェの運営支援として補助金を交付。
（5か所中、３か所申請受付）

事業 担当課 令和６年度取組内容基本的方向 施策

② 介護予防普及啓発事業

① 地域包括支援センター運営
の機能充実

① 認知症の人とその家族が安
心して過ごせる居場所づくり

令和６年度実績（R6.12末時点） 令和６年度成果 課題 今後の方向性

基準値
単位 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

8 計画 9 10 11
6 実績

指
標

第９期

介護予防普及啓発
（65歳以上人口に占める割合）

％

基準値
単位 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

3 計画 4 5 5
4 実績

指
標

第９期

認知症カフェ開催箇所数 箇所

資料１
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評価 方向性
事業 担当課 令和６年度取組内容基本的方向 施策 令和６年度実績（R6.12末時点） 令和６年度成果 課題 今後の方向性

３．認知症施
策の推進

（２）地域で
の日常生活・
家族の支援の
強化

長寿福祉課 地域包括支
援室

・認知症地域支援推進員1名を長寿福祉課地域包括支援室に
配置。認知症サポーター会議の運営、チームオレンジの整
備等体制づくりに取り組んでいる。
・キャラバンメイト研修
 22回開催 定例会189名参加
・サポーター養成講座
 11回開催 302名受講
・認知症従事者研修会
 11/14まるーむにて開催 82名参加

４．生きが
い・地域づく
りの推進

（３）生活支
援サービスの
体制整備

地域共生社
会推進課

・参加支援事業
 要支援者に提供された福祉サービスの狭間にある生活課題
や福祉ニーズに対し、要支援者をインフォーマルなサービス
や地域の住民活動につなげることにより、ニーズの解決や生
活の質の向上を図る。
・アウトリーチ等事業
 要支援者に対し関係機関や各種相談窓口と連携し、積極的
に対象者のいる場所に出向いて働きかけながら、必要な福祉
サービスの提供につなぎ、課題解決に向けて伴走支援を行
う。
・多機関協働事業
 複合的な生活課題により、複数の福祉専門機関の連携が必
要な要支援者や世帯に対し、専門職、行政、民間の支援機
関、地域の支援者等との連携をとりながら面接、相談を行
い、支援にあたる。また支援会議や重層的支援会議にて支援
内容の確認やプラン作成を行う。

〇参加支援事業
・参加支援プランに基づいて、就労（農業法人）やひきこ
もり支援事業所へのつなぎを行った。（参加支援プラン4
件）
・中高生の居場所(ゲームカフェ）2回、地域共生フォーラ
ム（プラットフォームKoka)1回。
・甲賀市ひきこもり支援ネットワーク会議2回
〇アウトリーチ等事業
・アウトリーチプランおよび支援会議プランに基づき、定
期的な家庭訪問、面談、同行支援を行った。（アウトリー
チプラン５件）
〇多機関協働事業
・支援会議・重層的支援会議開催
 個別ケース︓41ケース、59回
（多機関協働プラン1件）
 地域課題︓3回
・地域共生勉強会（ボランティア団体向け）1回
・社会福祉法人研修会1回

長寿福祉課 地域包括支
援室

 重層的支援体制整備事業は、従来の縦割りを解消し、地域
住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支
援体制を構築するため、①属性を問わない相談支援、②参加
支援、③地域づくりに向けた支援の３つの支援を柱として、
これら３つの支援を一層効果的・円滑に実施するために、④
多機関協働による支援、⑤アウトリーチ等を通じた継続的支
援を新たな機能として強化し、①〜⑤までの事業を市として
一体的に実施するもの。この事業の取組を通じて、部局横断
的な連携体制を強化し、地域共生社会の実現を目指す。

・複合化・複雑化した課題を抱える個人や世帯に対する適
切な支援を行うため、多機関と協働するとともに、必要に
応じて伴走支援を実施した。

・重層的支援体制整備事業の支援会議の活用
 支援会議にあげたケース数︓ 9件
 支援会議の開催回数︓ 11回

・認知症に関する正しい知識や理解を深めることができるよ
う、認知症サポーター養成講座や出前講座、ホームページ等
による啓発に取り組む。
・ステップアップ講座等を受講した認知症サポーターが、地
域の見守りや支え合いの活動、認知症カフェなどで役割を担
い活動できる体制をつくる。
・認知症サポーターが支援チームをつくり、認知症の人やそ
の家族の支援ニーズに合った具体的な支援につなげるチーム
オレンジのしくみづくりを検討し設置する。
・認知症サポーター同士が情報交換や交流、学習ができる場
づくりを行う。
・認知症の人とその家族の悩みや必要としている支援と認知
症サポーター等の支援者をつなぐ、コーディネーターを配置
する。
・認知症になっても、意欲や能力に応じた雇用継続や地域で
の社会参加等ができるよう、若年性認知症支援コーディネー
ターや認知症地域支援推進員等が支援を行う体制づくりに取
り組む。

③ 認知症になっても安心して
生活できる地域づくりのため
の人材育成と体制整備

⑤ 複合的な生活課題の解決に
向けた体制の整備（重層的支
援体制整備）

基準値
単位 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

500 計画 500 500 500
585 実績
20 計画 25 30 35
25 実績
0 計画 0 1 1以上
0 実績
0 計画 1 1 2
0 実績

人

認知症サポーター養成講座
（養成人数）

人

指
標

第９期

コーディネーター設置数 人

チームオレンジ数 チーム

登録認知症サポーター数
（登録人数）
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評価 方向性
事業 担当課 令和６年度取組内容基本的方向 施策 令和６年度実績（R6.12末時点） 令和６年度成果 課題 今後の方向性

５．安全・安
心な暮らしの
推進

（２）権利擁
護の推進

① 高齢者虐待
防止の推進

ア）啓発活動 長寿福祉課 介護保険係
高齢者支援
係
地域包括支
援室

・高齢者虐待防止及び早期発見・早期対応の啓発推進に努め
るとともに、支援者や関係機関に対し、高齢者の虐待防止や
権利擁護に関する啓発推進に努める。
・事業所における実地指導時に虐待防止のための対策の取り
組み状況等について確認し、必要に応じ指導や助言を行うな
ど、虐待防止の取り組みを進める。

 ・市内介護保険事業所を対象に、高齢者防止研修会を実施
した。（参加者︓57名）
・市民を対象に、市民向け権利擁護セミナーを開催した。
（主催︓NPO法人ぱんじー 共催︓甲賀市
 参加者︓22名）
・事業所における実地指導時に必要に応じ虐待防止に関す
る指導・助言を行った。年度末に予定している集団指導時
に、全体的な啓発を行う予定。

イ）相談窓口 長寿福祉課 高齢者支援
係
地域包括支
援室

 地域包括支援センターが高齢者の身近な総合相談窓口とな
り、家族や関係機関等から寄せられる虐待、又は、虐待につ
ながるおそれのある事例の相談を受ける体制を充実する。

・法律およびガイドラインに基づいた支援を行い、組織
（システム）として迅速に確実に対応できるよう人材育成
を含めた体制整備に取り組んだ。

ウ）早期発
見・早期対応

長寿福祉課 地域包括支
援室

・虐待の早期発見・早期対応に努め、セルフネグレクト等の
権利侵害の防止にも取り組む。
・地域ケア会議の虐待緊急判断会議、虐待個別ケース検討会
議にて、個別事例の検討を行い、関係機関と連携を図り、虐
待の早期解決を目指す。

・相談件数（新規）    28件   ※R6.9末時点
・緊急判断会議      29件 ※R6.9末時点
・個別ケース検討会議   28件 ※R6.9末時点
・高齢者障害者虐待防止支援ネットの活用
  ケース検討会議︓ 1回
  虐待対応職員の勉強会︓ 14名受講

エ）見守り
ネットワーク

長寿福祉課 高齢者支援
係
地域包括支
援室

・地域住民や関係者が、見守りを続けることで、生活の変化
に気づき虐待の防止につなげる。
・虐待が疑われる場合、市や地域包括支援センターの虐待相
談窓口につながるようネットワークづくりに努める。

・認知症対策及び権利擁護に関する部会において地域課題
を共有し、さらなるネットワークづくりに取り組んでい
る。

オ）緊急時の
保護

長寿福祉課 高齢者支援
係

・緊急性の高いケースについては、高齢者の生命や健康を守
るために分離保護の対応を行う。
・よりスムーズな対応を行うために関係機関等との連携を深
め、緊急時の状況に即対応できるように、継続的な保護体制
づくりに努める。

緊急性が高いと判断された虐待のケースについて、分離保
護（措置入所）の対応を行った。
 令和６年度の新規措置入所者数 ４名

カ）養介護施
設従業者等に
よる高齢者虐
待等への対応

長寿福祉課 介護保険係 ・実地指導時に虐待防止のための対策の取り組み状況等につ
いて確認し、必要に応じ指導や助言を行う。
・虐待が発生した場合は、関係機関と連携し迅速に対応す
る。

介護サービス提供事業所で虐待が疑われる事案が発生した
際は、関係機関と連携して、事業所に対して聞き取りや指
導を行った。

６．介護サー
ビスの充実

（２）介護保
険事業の安定
した運営

長寿福祉課 介護保険係 ・介護人材確保・定着のための各補助金について、積極的に
活用いただけるよう制度周知を行うとともに、より効果的な
ものとなるよう内容等の見直しを行う。
・担い手研修や入門的研修を開催し、介護人材のすそ野の拡
大を行う。
・介護人材確保・定着促進協議会において事業者が必要とし
ている事業を実施する。

・入門的研修 実施（修了者７名）
・担い手研修 ２月実施予定
・研修費補助 ８名（初任者４名、実務者４名）
・介護補助具等購入費補助 １事業所
・ICT導入支援事業費補助 １事業所
・甲賀市国際交流協会フェスティバル、女性のためのお仕
事フェア出展（介護人材確保・定着促進協議会）

⑤ 福祉・介護人材の確保及び
介護現場の生産性の向上の推
進

基準値
単位 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

2 計画 2 2 2
2 実績

指
標

第９期

担い手研修回数
（フォローアップ含む）

回
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高齢者福祉事業利用等実績

移送サービス事業

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
(R6.12月末時点)

利用実人数（登録者） （人） 29 39 30 23 11 6

決算額 千円 4,044 3,955 3,057 903 583 320

介護認定者福祉車両運賃助成事業

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 542 641 636 633 625 611

支出済額 千円 9,686 9,315 9,476 9,994 9,816 7,052

高齢者日常生活用具購入費給付金交付事業

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 34 43 59 61 58 20

支出済額 千円 1,081 1,456 1,885 1,797 2,100 549

訪問理美容サービス助成事業

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 56 64 71 74 32 27

支出済額 千円 218 275 330 325 168 105

緊急通報システム事業

単位 介護用品 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 107 99 74 73 63 62

支出済額 千円 1,159 1,053 933 873 710 414

安否確認安心ダイヤル助成事業

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 2 2 2 1 1 1

支出済額 千円 72 77 77 59 36 12

高齢者障がい者安心生活支援事業（平成24年5月1日から実施。1時間未満の軽微な作業の代行）

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

登録人数 （人） 51 50 35 23 20 20

支出済額 千円 134 128 124 87 76 51

民間支援ハウス事業（令和元年10月１日から実施）

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 2 0 0 0 1 0

支出済額 千円 465 0 0 0 295 0

高齢者等自立支援短期入所事業（令和3年11月から実施）

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 3 2 1 2

支出済額 千円 486 320 1,174 60
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高齢者福祉事業利用等実績

在宅寝たきり高齢者等介護激励金支給事業（平成25年度より特に重介護の介護者に対し拡充）

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
(R6.12月末時点)

利用実人数 （人） 310 307 354 297 278 298

支出済額 千円 13,430 13,365 13,060 12,660 11,685 3,760

配食サービス事業（令和元年度より週５回を週７日に拡充）

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 149 120 71 69 79 50

支出済額 千円 6,270 6,514 6,152 5,554 4,746 2,931

介護用品購入費助成事業

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 1,225 1,169 1,228 1,310 1,337 1,263

支出済額 千円 50,071 50,684 48,389 49,886 51,147 34,402

徘徊高齢者見守り支援事業（旧：家族支援サービス事業）（平成23年4月1日から実施）

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 4 8 7 3 4 1

支出済額 千円 33 64 56 58 75 7

徘徊高齢者事前登録事業（平成28年12月1日から実施）

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

新規登録人数 （人） 24 26 17 16 31 21

のべ登録人数 （人） 81 95 96 73 99 87

老人施設入所措置事業

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

養護老人ホーム
措置者数

（人） 15 17 16 14 13 10

措置施設数 （施設） 5 5 5 5 5 4
特別養護老人ホーム等
虐待による措置者数

（人） 25 23 13 9 14 14

措置施設数 （施設） 11 11 8 6 6 7

支出済額 千円 45,629 52,998 52,055 47,613 40,505 22,403

認知症高齢者等個人賠償責任保険事業（令和4年4月1日から実施）

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

加入人数（4/1時点） （人） 75 67 45

支出済額 千円 122 109 73

高齢者補聴器購入補助金交付事業（令和6年4月1日から実施）

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

利用実人数 （人） 12

支出済額 千円 160
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計画値 実績 計画値 実績（見込）

訪問介護 7,188 499,888,000 511,583,613 7,217 537,451,000 515,249,344

訪問入浴介護 968 107,472,000 67,576,702 1,078 74,038,000 75,649,390

訪問看護 5,587 238,184,000 208,949,484 5,897 222,977,000 219,530,412

訪問リハビリテーション 2,276 75,206,000 79,330,888 2,450 80,762,000 93,705,297

居宅療養管理指導 4,741 33,226,000 40,790,886 4,949 42,343,000 45,014,483

通所介護 10,882 956,005,000 852,165,343 10,944 892,384,000 888,858,072

通所リハビリテーション 1,964 159,715,000 113,699,190 1,934 123,391,000 118,214,018

短期入所生活介護 4,351 277,613,000 295,619,640 4,270 313,506,000 304,445,927

短期入所療養介護 255 25,043,000 18,255,916 122 31,934,000 16,533,747

特定施設入居者生活介護 502 122,162,000 100,045,420 552 124,411,000 110,614,247

福祉用具貸与 18,313 286,832,000 293,328,049 18,979 295,748,000 316,872,063

特定福祉用具販売 250 10,306,000 6,972,651 297 8,496,000 9,394,000

住宅改修 122 10,355,000 8,707,443 103 11,613,000 10,000,000

認知症対応型通所介護 545 127,213,000 60,822,102 463 61,082,000 50,180,307

小規模多機能型居宅介護 893 315,869,000 180,539,004 1,197 292,437,000 259,991,088

認知症対応型共同生活介護 1,898 518,092,000 497,810,830 1,922 520,994,000 526,435,992

地域密着型特定施設入所者生活介護 282 68,937,000 52,388,620 285 57,026,000 58,454,515

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 346 96,300,000 108,888,146 346 111,639,000 115,593,611

看護小規模多機能型居宅介護 291 93,879,000 73,526,479 223 97,086,000 58,390,035

地域密着型通所介護 4,421 289,839,000 319,651,731 4,615 321,043,000 323,451,849

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 21 0 3,751,703 27 3,792,000 5,711,603

介護老人福祉施設 6,309 1,886,078,000 1,742,564,097 6,518 1,829,194,000 1,899,012,042

介護老人保健施設 3,045 768,705,000 890,348,813 2,964 870,149,000 935,561,496

介護療養型医療施設 8 36,735,000 2,015,062 0 0 0

介護医療院 176 85,639,000 71,567,974 243 94,502,000 95,836,462

23,034 398,799,000 371,055,727 23,379 389,167,000 386,000,000

居　宅
サービス

地域密着型
サービス

介護保険
施　設

サービス

　居宅介護支援

介護給付費

給付費（円） 給付費（円）

令和６年度

利用者数（見込）
（人）

令和５年度

利用者数
（人）
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計画値 実績 計画値 実績

介護予防訪問入浴介護 1 0 10,700 0 0 0

介護予防訪問看護 627 13,895,000 15,408,704 605 16,329,000 15,755,781

介護予防訪問リハビリテーション 422 16,233,000 13,664,443 391 16,443,000 11,182,947

介護予防居宅療養管理指導 358 1,819,000 2,493,109 334 3,044,000 2,116,755

介護予防通所リハビリテーション 385 22,553,000 13,173,924 357 19,540,000 12,200,297

介護予防短期入所生活介護 75 1,409,000 2,509,230 86 3,365,000 2,677,673

介護予防特定施設入居者生活介護 136 21,651,000 9,928,898 115 14,654,000 9,060,421

介護予防福祉用具貸与 5,512 31,296,000 35,015,371 5,621 35,170,000 36,546,126

介護予防福祉用具販売 74 4,270,000 1,944,535 108 3,199,000 3,180,000

住宅改修 53 10,043,000 3,018,999 62 4,509,000 5,490,000

介護予防認知症対応型通所介護 1 0 20,071 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 45 9,534,000 2,744,291 69 4,591,000 5,430,000

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 0

6,040 28,615,000 29,157,789 6,115 31,257,000 30,540,000

介護予防給付費

給付費（円） 給付費（円）

介護予防
サービス

地域密着型
介護予防
サービス

　介護予防支援

利用者数
（人）

令和５年度

利用者数
（人）

令和６年度（見込み）
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